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本資料は、次期保健医療計画策定に向けて、在宅医療に関する現状や課題などを整理し、

共有することを目的として作成されました。 

引き続き、内容については必要時適宜更新・修正することで進捗管理し、次期保健医療

計画策定にも反映します。 
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１ 千葉県保健医療計画の進捗状況 

 平成３０年４月に策定した千葉県保健医療計画で設定した指標について、全１３指標中

１１指標で数値の前進がみられた。後退した２指標の後退要因について、１つは原因不明、

１つは新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、漠然とした健康への不安を持った県

民が増加したことが考えられる。 

＜千葉県保健医療計画の進捗状況（目標段階別）＞ 

 ○前進  ⇒変化なし  ▲後退  未判明  合計 

①基盤  ８ ８８．９％  ０ ０．０％ １ １１．１％  ０ ０．０％ ９ 

②過程  ３ １００．０％  ０ ０．０％  ０ ０．０％ ０ ０．０％  ３ 

③成果  ０ ０．０％ ０ ０．０％ １ １００．０％  ０ ０．０％ １ 

計 １１ ８４．６％  0 ０．０％  ２ １５．４％  0 ０．０％  １３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標の動向】 

 ○前進  ：計画策定時の状況から直近の状況が、目標に対して「前進」 

 ⇒変化なし：計画策定時の状況から直近の状況が、「変化なし」 

 ▲後退  ：計画策定時の状況から直近の状況が、目標に対して「後退」 

 未判明  ：計画策定時の状況から更新数値がなく、直近の状況が「未判明」 

（例：３年ごとの調査に基づく数値等）※中間見直しのあった指標については、中間見

直し時の状況から評価。 

①基盤（ストラクチャー）  

 医療提供サービスを行うための枠組みを形づくる要因であり、人員配置、機器・設備

の状況、組織体制など、主に医療資源を指します。代表的なものは地域の医師数や病床

数などであり、その地域の医療の充実度について検討する際などによく用いられます。 

②過程（プロセス）  

 医療活動の一連の流れから見た質の側面（どのように診療や看護などのサービスが提

供されたか）であり、ガイドラインに基づいた治療などを指します。また、運動する者

の割合や喫煙率など人々の健康の質やその保持に直接結びつく動向も過程に該当する

と考えられます。 

 ③成果（アウトカム）  

 医療や保健サービスの提供の結果、何が得られたのかということであり、具体的には

治療成績や死亡率などを指します。医療資源などの基盤（ストラクチャー）の整備に加

え、医療の質の向上や県民の健康に対する意識の高まりなど、過程（プロセス）が望ま

しい方向へ変化していくことが、最終的に成果（アウトカム）の改善へ収束・反映され

ていくと考えられます。         
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＜千葉県保健医療計画の進捗状況（指標別）＞ 

番
号 

指 標 名  分 類  

指 標 の

中 間  

見 直 し  

目 標  

計 画 策 定 時  

(中 間 見 直 し 後 ) 

の 状 況  

直 近 の 状 況  

指 標

の  

動 向  

1 
入 退 院 支 援 を 実 施 し て い る 診 療 所 数 ・ 病 院 数  

(入 退 院 支 援 加 算 1、 2 を 算 定 し た 医 療 機 関 数 ) 
基 盤  ○  164 箇 所  R5 年  139 R2 年  141 R3 年  ○  

2 在 宅 患 者 訪 問 診 療 実 施 診 療 所 数 ・ 病 院 数  基 盤  ○  864 箇 所  R5 年  772 R2 年  765 R3 年  ▲  

3 在 宅 患 者 訪 問 診 療 （ 居 宅 ） 実 施 歯 科 診 療 所 数  基 盤  ○  460 箇 所  R5 年  348 H29.10 433 R2.10  ○  

4  在 宅 患 者 訪 問 薬 剤 管 理 指 導 料 届 出 薬 局 数  基 盤  ○  2,174 箇 所  R5 年  2,031 R3.4  2,188 R4.8  ○  

5  訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 数  基 盤  ○  530 箇 所  R5 年  388 R 元 .10 418 R2.10  ○  

6  往 診 を 実 施 し て い る 診 療 所 ・ 病 院  基 盤  ○  1,113 箇 所  R5 年  1,001 R2 年  1,043 R3 年  ○  

7 在 宅 療 養 後 方 支 援 病 院 数  基 盤  ○  16 箇 所  R5 年  15 R3.4  16 R4.8  ○  

8  機 能 強 化 型 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 数  基 盤  ○  34 箇 所  R5 年  29 R3.4  34 R4.7  ○  

9  在 宅 看 取 り （ タ ー ミ ナ ル ケ ア ） 実 施 診 療 所 ・ 病 院 数  基 盤  ○  615 箇 所  R5 年  615 R2 年  924 R3 年  ○  

10 在 宅 患 者 訪 問 診 療 件 数  過 程  ○  960,752 件 /年  R5 年  743,423 R2 年  808,997 R3 年  ○  

11 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン の 利 用 者 数  過 程  ○  39,395 人 /月  R5 年  27,781 R 元 .9 32,026 R2.9  ○  

12 在 宅 で の 看 取 り 数  過 程  ○  5,010 件 /年  R5 年  6,326 R2 年  6,771 R3 年  ○  

13 
介 護 が 必 要 に な っ て も 自 宅 や 地 域 で 暮 ら し 続 け ら れ る と

感 じ ら れ る 県 民 の 割 合  
成 果  ○  50 % R5 年  37.3  R2 年  26.9  R3 年  ▲  
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２ 在宅医療の需要の状況 

（１）高齢化の進行 

① 本県の６５歳以上人口は、平成２７年度の国勢調査を基にした「日本の地域別将来

推計人口（平成３０年推計）」によると、平成２７年の約１６１万人から、令和７年に

は１８万人増加し１７９万人となる。これは全国で６番目の規模であり、その増加数

は神奈川県、埼玉県、東京都に続いて全国４番目である。       

 ※ 令 和 ２ 年 年 国 勢 調 査 で は 、 本 県 の ６ ５ 歳 以 上 人 口 は １ ６ ９ 万 ９ 千 人 で あ る 。  

＜令和７年の都道府県別６５歳以上人口と平成２７年からの増加数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ６５歳以上人口を市町村ごとにみると、２０万人を超える地域もある一方で、１万人に

満たない地域もあり、地域差は大きい。 

  ＜市町村別高齢者人口（令和２年１０月現在）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上人口は全国で６番目（オレンジと青の合計） 

増加数は全国で４番目（オレンジ） 

出 典：国 立 社 会 保 障・人 口 問 題 研 究 所「 日 本 の 地 域 別 将 来 推 計 人 口 」（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 推 計 ） 

※ 令 和 ７ 年 の ６ ５ 歳 以 上 人 口 が ５ ０ 万 人 を 超 え る 都 道 府 県 の み 抽 出  

計 1,790,748 

（人）  
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③ 全ての地域で、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年にかけ、７５歳以上人口は

増加し、その後、令和１２年にピークを迎える。 

＜７５歳以上人口の対平成２７年増加率（二次保健医療圏別）＞ 

 

 

 

 

 

  

  

④  訪 問 診 療 の 需 要 を 年 齢 別 に み る と 、 高 齢 に な る に つ れ て 急 増 す る 。 こ の こ と と 、  

本 県 の ７ ５ 歳 以 上 人 口 の 増 加 見 通 し を 踏 ま え る と 、 訪 問 診 療 の 需 要 は 団 塊 の 世 代 が 

後期高齢者となる令和７年以降急激に伸びると想定される。 

＜全国の年齢別訪問診療回数＞ 

 

  

 

 

 

 
 
＜全国の年齢別訪問診療回数（経年）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ： 千 葉 県 医 療 計 画 （ 地 域 医 療 構 想 ） 
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⑤ 医療機関の病床機能の分化等により、入院期間の短縮が進められ、平均在院日数は、

令和元年まで減少傾向にあったが、令和２年に平成２７年の２６．３日まで増加、令和

３年は２５．８日と平成２８年と同水準となっている。 

  ＜千葉県の平均在院日数＞ 

 

 

 

 

 

 

⑥  令 和 １ ７ 年 に は 平 成 ２ ７ 年 と 比 べ 約 ２ 万 ４ 千 人 多 い 年 間 ８ 万 ５ 千 人 が 亡 く な る   

多死社会が到来する。 

＜千葉県の推計死亡者数＞ 

 

 

 

 

（２）県民の希望と意識 

① 県が実施した「令和２年度在宅医療実態調査」によれば、「居住の場で最期を迎えた

い」が３８．７％、「介護保険施設で最期を迎えたい」が８．６％であった。一方で「令

和 3 年人口動態調査」によると、６６．８％の県民が病院で最期を迎えている。病状

等に応じて療養場所の選択肢が限られてしまう場合もあり、一概に比較はできないが

県民の希望と現実にはかい離がみられる。 

＜最期を迎えたい場所（希望）＞          ＜最期の場所（現実）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 「医療機関に入院して最期を迎えたい」の理由には、「常に医師や看護師が対応して

くれる安心感があるため」「医療機関以外で最期を迎えるイメージができないため」が

出 典 ： R2 在 宅 医 療 実 態 調 査  出 典 ： R３ 人 口 動 態 調 査  

 令 和 ２ 年           令 和 ７ 年           令 和 １ ２ 年         令 和 １ ７ 年         令 和 ２ ２ 年  
(2020 年 )       (2025 年 )         (2030 年 )        (2035 年 )        (2040 年 ) 
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相当程度あり、在宅での医療・介護の条件が整うならば、自宅での療養を希望する県

民が多数いると想定される。 

  ＜医療機関で最期を迎えたい理由＞     ＜自宅で最期を迎えたい理由＞ 

 

 

 

 

 

 

③ 自宅で亡くなった方の割合（県内市町村別）は６％～２６％程度である。 

  ＜市町村別自宅死の割合（令和２年）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 県に力を入れてもらいたい医療として３４．１％の方が在宅（訪問）医療を挙げて

いる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

住み慣れた自宅で最期を迎えたいため 72.4%

気をつかわずに自由でいられるため 47.5%

常に家族がそばにいて安心感があるため 41.3%

点滴や酸素吸入や尿管など

管だらけになるのは辛いため
17.5%

出 典 ： R2 在 宅 医 療 実 態 調 査 （ 複 数 回 答 可 ）  

出 典 ：  R１ 県 政 世 論 調 査  

＜今後県に力を入れてほしい医療＞ 

常に医師や看護師が対応してくれる

安心感があるため
67.7%

急変時に対応できる設備があるため 45.6%

症状の緩和のための医療が受けられるため 42.2%

医療機関以外で最期を迎える

イメージができないため
23.7%

息を引き取る直前まで治る希望が

持ち続けられるため
11.4%
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（３）進められる医療機関の役割分担 

① 高齢化の進む令和７年に向けて、限られた医療・介護資源を効果的・効率的に活用し、

県民が地域において安心で質の高い医療・介護サービスが受けられるよう、医療機関の

病床機能の分化と連携を推進する必要がある。 

② 地域医療構想では、医療機関の病床機能の分化・連携を進め、現状の療養病床及び

一般病床の患者の一部を将来的には慢性期機能・在宅医療等が担っていくこととして

いる。 

 

＜国が示した新たな在宅医療等再編のイメージ＞ 

 在 宅 医 療 等 ＝ 居 宅 、 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 、 養 護 老 人 ホ ー ム 、 軽 費 老 人 ホ ー ム 、 有 料 老 人 ホ ー ム 、 介 護 老

人 保 健 施 設 、 そ の 他 医 療 を 受 け る 者 が 療 養 生 活 を 営 む こ と が で き る 場 所 で あ っ て 、 現 在 の 病 院 ・ 診 療 所

以 外 の 場 所 に お い て 提 供 さ れ る 医 療   

 
資 料 ： 千 葉 県 保 健 医 療 計 画 「 在 宅 医 療 の 推 進 」   

現 在 の 在 宅 医 療 患 者（ Ⓐ ）に 加 え て 、病 院 の 入 院 患 者 の う ち 比 較 的 病 状 が 安 定 し て い る 療 養 病 床 の

入 院 患 者 と 一 般 病 床 の 入 院 患 者 （ Ⓑ ） に つ い て 、 在 宅 医 療 等 又 は 外 来 診 療 で 対 応 す る こ と と な る 。 
※ 図 は イ メ ー ジ で あ り 在 宅 医 療 等 の 需 要 増 に は 高 齢 化 に 伴 う 需 要 増 が 含 ま れ る こ と に な る 。  
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（４）地域医療構想による在宅需要推計 

 ① 地域医療構想では、医療機関の病床機能の分化・連携が進んだ先には、在宅医療等

の需要は、平成２５年の４．４万人から令和７年には７．８万人と約１．８倍になる

と推計している。 
 
 ＜千葉県の在宅医療等需要の推移＞ 

 

② 人口や高齢化の状況により、地域で在宅医療等の需要の伸び率は異なるが、令和 

１２年にかけては全ての地域で需要が増加する。 

＜各２次医療圏における在宅医療等需要の推移＞ 

千 葉  

 

山 武 長 生  

夷 隅  

 

東 葛 南 部  

 

安 房  

 

東 葛 北 部  

 

君 津  

 

印 旛  

 

市 原  

 

香 取 海 匝  
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３ 在宅医療の対象者の状況 

（１）要介護等高齢者、１人暮らし・夫婦のみ世帯の見通し 

 本 県 に お け る 要 介 護 等 高 齢 者 数 は 、 令 和 ２ 年 の 約 ２ ９ 万 人 か ら 令 和 ２ ２ 年 に は  

約４２万２千人に急増すると見込まれている。このうち、要介護４及び５のいわゆる

重度者は、令和２年の約６万１千人から令和２２年には約９万４千人を超える見込み

となっている。 

また、高齢者世帯のうち１人暮らしや夫婦のみの世帯は約６５万世帯から約８０万

世帯に増加すると見込まれている。 

＜要介護等高齢者数の推計＞     ＜１人暮らし・夫婦のみ高齢世帯数の推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認知症高齢者の見通し          

 本県における認知症高齢者は、令和２年の約３０万人から令和２２年には約４６万

人へと増加するものと見込まれている。 

＜認知症高齢者の推計＞ 
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35,845 
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24,938 

37,820 
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60,783 

（要介護 

４と５） 

94,077 

出典：千葉県高齢者保健福祉計画 

(人) 

289,544 

422,215 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の

世帯数の将来推計人口（平成 30 年 3 月推計）」 

※令和 2 年は総務省統計局「国勢調査結果」 
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R2 R22 出典：千葉県高齢者保健福祉計画 
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（３）医療的ケア児や障害者  

   全国的に見れば、訪問診療を受ける患者の大半は７５歳以上の高齢者であるが、小

児や成人についても一定程度存在し、その数は増加傾向である。千葉県における医療

的ケア児や障害者の在宅医療の患者数などの状況は、把握できていない。 

    また、人工呼吸や気管切開等の医療的ケア児の訪問診療等に対応できる施設の数は

少ない。 
 

 調査対象（件） 対 応 可 能 機関 数 （ 箇 所 ）  

在支診 ３２６ ３９ 

在支病 ２９ ０ 

訪問看護事業所 ２４２ ８１ 

出 典 ： 平 成 ２ ６ 年 度 小 児 等 在 宅 医 療 連 携 拠 点 事 業 に お け る 調 査  

 

（参考）指定難病・小児慢性特定疾病の患者の状況 

令和４年３月時点で、県の指定難病受給者は４６，０４８人おり、小児慢性特定疾

病受給者は４，６２９人となっている。（ともに政令市・中核市を含む千葉県全体の数）

令和４年５月時点の在宅人工呼吸器使用患者数は以下のとおりである。（政令市・中核

市を含まない数） 

指 定 難 病 （ 人 ）  小 児 慢 性 （ 人 ）  合 計 （ 人 ）  

１４１ １６４ ３０５ 

   ※非侵襲的人工呼吸器であっても長期離脱が困難なものを含む 

 

４ 在宅医療を支える医療資源の状況 

ａ 退院支援 

 ① 入退院支援を行っている医療機関は、平成２９年度は１３４施設だったが、令和３

年度は１４１医療機関に増加した。また、医療機関が入退院支援を実施した人数は、平

成２９年度は７２，１８６人だったが、令和３年度は１１８，５０２人に増加した。 

＜入退院支援を実施している医療機関＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（ 箇 所 ） （ 人 ）  
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 ② 退院支援調整担当者を配置している医療機関数は、病院では平成２６年１２５施設

（４４．０％）から令和２年１３９施設（４８．１％）に増加している。一方、診療

所では平成２６年１７施設（０．４６％）から令和２年１０施設（０．２６％）に減

少している。 

   また、担当者数は、病院では平成２６年３７８人から令和２年６７４人に増加して

いる。一方、診療所では平成２６年２８人から令和２年１９人に減少している。 

 

＜退院支援調整担当者（病院）の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜退院支援調整担当者（診療所）の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 病院からの退院時の連携状況について、病院と在宅療養を担う医療機関との連携は、

平成２６年と比較し増加傾向にある。 

  また、介護支援専門員等との連携についても同様に、平成２６年と比較し増加傾向に

ある。 

＜病院からの退院時の連携状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 参 考 ） R2 全 国 比 較  

（ 人 口 10 万 対 ） 

【 施 設 数 】  

2.3（ 44 位 ）  

全 国 ： 3.3 

【 担 当 者 数 】  

11.0（ 44 位 ）  

全 国 ： 15.0 

（ 箇 所 /人 ）  

（ 箇 所 /人 ）  

（ 件 ）  （ 件 ）  
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ｂ 日常の療養支援 

（１）訪問診療 

ア 訪問診療（県全体）  

  県内の訪問診療を実施する医療機関数はおおむね横ばいで推移しているが、在宅療

養支援診療所（以下「在支診」）及び在宅療養支援病院（以下「在支病」）は増加して

いる。 

一方、人口当たりで全国と比較すると、訪問診療を実施する診療所数は全国４７位、

在支診と在支病の合計は４６位にとどまっている。 

 実数 人口１０万対（ 全 国 順 位 ）  

訪 問 診 療 実 施 医 療 機 関 数 （ 箇 所 ）  

（ 令 和 ２ 年 １ ０ 月 時 点 ）  

５８９ 

医療機関総数：４，０６９ 

９．６（４７位） 

全国：１８．６ 

再 掲 ） 一 般 診 療 所  ４ ８ ３ （ うち 在 支 診 ： ２ ６ ２ ）   

   病 院  １ ０ ６ （ うち 在 支 病 ： ４ ２ ）  

訪 問 診 療 実 施 件 数 （ 件 ）  

（ 令 和 ２ 年 ９ 月 間 ）  
６５，６５６ 

１０６６．８（２３位） 

全 国 ： １ １ ８ ８ ． ７  

再 掲 ） 一 般 診 療 所  
５ ７ ， ５ １０  

（ う ち 在 支診 ： ５ ２ ， ７ ２ ７ ）  

 

   病 院  
８ ， １ ４ ６  

（ う ち 在 支病 ： ５ ， ５ ５ ３ ）  

在 宅 療 養 支 援 診 療 所・病 院（ 箇 所 ） 

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 時 点 ）  

４ ０ １  

（ 内 診 療 所 ： ３ ６ ０ ， 病 院 ： ４ １ ）  

６．５（４６位） 

全 国 ： １ ２． ８  

再 掲 ） 機 能 強 化 型 在 支 診  １ ５ １   

   機 能 強 化 型 在 支 病  ２ １  

出 典 ： 在 宅 医 療 に か か る 地 域 別 デ ー タ 集 （ 令 和 ２ 年 ） 

 

 

＜訪問診療実施医療機関等の推移＞  

 平成２６年 平成２９年 令和２年 

訪 問 診 療 実 施 診 療 所  

（ 箇 所 ）  

４９１ ４７６ ４８３ 

訪 問 診 療 実 施 病 院（ 箇 所 ） １０１ ９３ １０６ 

訪 問 診 療 実 施 件 数 （ 件 ）  

合 計 ： ４ ２， ８ ９ ２  

診 療 所 ： ３７ ， ６ ５ ２  

病 院 ： ５ ，２ ４ ０  

合 計 ： ５ ２， ４ ０ ５  

診 療 所 ： ４５ ， ８ ８ ２  

病 院 ： ６ ，５ ２ ３  

合 計 ： ６ ５， ６ ５ ６  

診 療 所 ： ５７ ， ５ １ ０  

病 院 ： ８ ，１ ４ ６  

在 宅 療 養 支 援 診 療 所  

（ 箇 所 ）  

３３１ 

（ 機 能 強 化 型 ： １ １ ２ ）  

３４９ 

（ 機 能 強 化 型 ： １ ２ ３ ）  

３６０ 

（ 機 能 強 化 型 ： １ ５ １ ）  

在 宅 療 養 支 援 病 院（ 箇 所 ） 
２８ 

（ 機 能 強 化 型 ： １ ７ ）  

３４ 

（ 機 能 強 化 型 ： １ ７ ）  

４１ 

（ 機 能 強 化 型 ： ２ １ ）  

出 典 ： 在 宅医 療 に か か る 地 域 別 デ ータ 集 （ 令 和 ２ 年 ）  
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イ 訪問診療（市町村別） 

  訪問診療の担い手として、一般の診療所と在支診がそれぞれ力を発揮していること

が分かる。一方、訪問診療の実施件数でみると、在支診が担う役割が大きいといえる。 

  市町村別に訪問診療を実施する診療所数をみると、地域偏在がある。都市部に多く

集中している印象だが、人口１０万対でみると全国平均に及ばない。 

 ＜市町村別の訪問診療実施診療所数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市町村別の訪問診療実施診療所数（人口１０万対）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市町村別の診療所による訪問診療実施件数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 箇 所 ）  

（ 箇 所 ）  

（ 件 ）  
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＜市町村別の診療所による訪問診療実施件数（１０万対）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 在支診・在支病（市町村別） 

  在支診や在支病は地域偏在があり、それらのない地域もある。 

  ＜市町村別の在支診・在支病数＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜人口１０万対で比較した市町村別の在支診・在支病数＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 件 ）  

（ 箇 所 ）  

（ 箇 所 ）  
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＜市町村別の種類別在支診数＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜市町村別の種類別在支病数＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）訪問看護 

 ア 訪問看護ステーション数（県全体） 

   訪問看護ステーション数について、平成２４年の２１９箇所から令和２年４１８箇

所と増加している。しかし、人口当たりで全国と比較すると、訪問看護ステーション

数は全国４２位にとどまっている。 

また、訪問看護ステーション利用者数について、平成２４年１１，８２８人から令

和２年３２，０２６人と増加している。 
       

 実数 人口１０万対（全国順位） 

訪問看護ステーション数 

（箇所） 

４１８ ６．８（４２位） 

全 国 ： １ ０． ０  

出典：介護サービス施設・事業所調査（令和２年１０月時点）   
 

（ 箇 所 ）  

（ 箇 所 ）  
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＜訪問看護ステーション数・利用者数の推移＞ 
 平 成 ２ ４ 年  平 成 ２ ８ 年  令 和 元 年  令 和 ２ 年  

訪 問 看 護 ステ ー シ ョ ン 数 （ 箇 所 ）  ２ １ ９  ３ ０ ８  ３ ８ ８  ４ １ ８  

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 利 用 者 数 （ 人 ）  １ １ ， ８ ２８  １ ８ ， ３ ７０  ２ ７ ， ７ ８１  ３ ２ ， ０ ２６  

出典：介護サービス施設・事業所調査（令和２年１０月時点）  
 

イ 訪問看護ステーション数（市町村別） 

訪問看護ステーションは、地域偏在があり、ステーションがない地域もある。 

 ＜市町村別の訪問看護ステーション数＞ 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 訪問看護ステーションの看護職員の数 

   訪問看護ステーションの職員数について、平成２６年の１，００４人から令和２年

２，１３９人と増加している。しかし、人口当たりで全国と比較すると、訪問看護ス

テーションの看護職員数（常勤換算）は全国４３位にとどまっている。 

   また、訪問看護ステーションの職員のうち、約９割が２４時間対応の訪問看護ステ

ーションに勤務している。 

 実数 人口１０万対（ 全 国 順 位 ）  

訪問看護ステーションの看護職員数 

（常勤換算） 
２，１３９人 

３４．８人（４３位） 

全 国 ： ５ ３ ． ０ 人  

再 掲 ） ２ ４時 間 対 応 可 能 な 訪 問 看 護ス テ

ー シ ョ ン の看 護 職 員 数 （ 常 勤 換 算） 
１ ， ９ ２ ５人  

 

 

 

 

 

 

出典：介護サービス施設・事業所調査(令和２年１０月時点)   

（ 箇 所 ）  
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＜訪問看護ステーションの看護職員数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 訪問看護ステーションの規模 

ステーション当たりの平均看護職員数（常勤換算）は、５人未満の小規模なステーシ

ョンが全体の半数を占めている。  

看 護 職 員 数

（ 人 ）  

２ ． ５ ～ ３ 未 満  ３ ～ ５ 未 満  ５ ～ ７ ． ５ 未 満  ７ ．５ ～ １ ０ 未 満  １ ０ ～ １ ５ 未 満  １ ５ ～ ２ ０ 未 満  ２ ０ 以 上  

割 合  
Ｈ ２ ９  １ ０ ． ０ ％  ５ ２ ． ３ ％  ２ ８ ． ５ ％  ６ ． ３ ％  ２ ． ５ ％  ０ ． ０ ％  ０ ． ４ ％  

Ｒ ２  １ ２ ． ２ ％  ４ １ ． ４ ％  ３ ３ ． ５ ％  ８ ． ７ ％  ２ ． ３ ％  ０ ． ８ ％  １ ． １ ％  

出 典 ： 平 成 ２ ９ 年 度 ・ 令 和 ２ 年 度 在 宅 医 療 実 態 調 査 （ 未 回 答 等 に よ り 平 均 看 護 職 員 数 が ２ ． ５ 人 を 下 回 る 施 設 を 除 外 し 算 出 ）  

 

オ 強化型訪問看護ステーション数 

  機能強化型訪問看護ステーションについて、平成３０年の２８箇所から令和３年の３

３箇所へと増加している。一方、機能強化型訪問看護ステーションがない医療圏がある。 

＜２次医療圏別強化型訪問看護ステーション数＞ 

年 度  

（ 箇 所 ）  
千 葉  

東 葛  
南 部  

東 葛  
北 部  

印 旛  
香 取  
海 匝  

山 武  
長 生  
夷 隅  

安 房  君 津  市 原  合 計  

Ｈ ３ ０  ７  ７  ８  １  ２  ２  １  ０  ０  ２ ８  

Ｒ １  ７  ７  ８  １  ２  ２  １  ０  ０  ２ ８  

Ｒ ２  ６  ６  ７  １  ２  ２  ２  １  ０  ２ ７  

Ｒ ３  ６  ８  ９  １  ２  ３  ４  ０  ０  ３ ３  

 

（３）訪問歯科 

 ア 歯科診療所における訪問診療実施状況（県全体） 

   訪問歯科診療の実施状況について、居宅への訪問の場合は、実施診療所は平成２３

年３４１箇所、実施件数（１か月間）３，４０２件だったが、令和２年は実施診療所

４３３箇所、実施件数７，２６７件と増加している。 

   施設への訪問の場合は、実施診療所は平成２３年２２７箇所、実施件数は８，４５

９件だったが、令和２年は実施診療所３９４箇所、実施件数２６，０３３件と増加し

出典：関東信越厚生局届出（3 月時点）  

（ 人 ）  
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ている。 

 

＜訪問歯科診療実施機関数・件数＞ 

 平成２３年 平成２６年 平成２９年 令和２年 

訪 問 歯 科 診 療 実 施 診 療 所（ 居 宅 ）（ 箇 所 ） ３４１ ３４２ ３４８ ４３３ 

訪 問 歯 科 診 療 実 施 診 療 所（ 施 設 ）（ 箇 所 ） ２２７ ２８６ ３０３ ３９４ 

訪 問 歯 科 診 療 実 施 件 数 （ 居 宅 ）（ 件 ）  ３，４０２ ５，１７１ ５，８９３ ７，２６７ 

訪 問 歯 科 診 療 実 施 件 数 （ 施 設 ）（ 件 ）  ８，４５９ １６，８００ ２２，０７６ ２６，０３３ 

出典：在宅医療にかかる地域別データ集（１０月時点，９月間） 

 

イ 歯科診療所における在宅患者訪問診療実施状況（居宅・２次医療圏別） 

居宅での訪問診療実施状況を２次医療圏別に状況をみると、地域差が大きい。実施

件数は平成２３年から令和２年にかけて東葛南部・北部で約４倍に増加している半面、

印旛などの圏域では横ばいになっている。 

＜２次医療圏別歯科診療所訪問診療実施状況（居宅）＞ 

 千 葉  
東 葛  

南 部  

東 葛  

北 部  
印 旛  

香 取  

海 匝  

山 武 長

生 夷 隅  
安 房  君 津  市 原  合 計  

施
設
数
︵
箇
所
︶ 

Ｈ ２ ３  ４ １  ８ ５  ８ ６  ４ １  １ ６  ２ ９  ７  １ ７  １ ９  ３ ４ １  

Ｈ ２ ６  ３ ８  ８ ７  ９ ６  ４ １  １ ３  ２ ６  ６  ２ ０  １ ５  ３ ４ ２  

Ｈ ２ ９  ３ ６  ９ ６  １ ０ ５  ４ １  １ ０  ２ ２  ７  １ ６  １ ５  ３ ４ ８  

Ｒ ２  ４ ２  １ ４ １  １ １ ７  ５ ３  １ ２  ２ ０  ９  １ ５  ２ ４  ４ ３ ３  

実
施
件
数
︵
件
︶ 

Ｈ ２ ３  ６ ３ ３  ６ ２ ９  ６ ７ １  ７ ４ ６  ５ ６  ３ ９ ９  ７ ４  ７ ９  １ １ ５  ３ ， ４ ０ ２  

Ｈ ２ ６  ６ ４ ８  １ ， １ ５ ０  １ ， ８ ０ ０  ６ ９ ６  ９ ４  ３ ５ ４  ７ ０  ２ １ ７  １ ４ ２  ５ ， １ ７ １  

Ｈ ２ ９  ６ ７ ３  １ ， ４ ７ ３  ２ ， ０ ２ ３  ６ ９ １  ９ ８  ２ ９ ４  １ １ ９  ２ ５ ９  ２ ６ ３  ５ ， ８ ９ ３  

Ｒ ２  ８ ５ ５  ２ ， ４ ４ ０  ２ ， ２ ５ １  ７ ４ ７  ７ ２  ４ １ １  ８ ６  ２ ３ ０  １ ７ ５  ７ ， ２ ６ ７  

 

ウ 在宅療養支援歯科診療所届出状況 

  在宅療養支援歯科診療所数については、平成２８年１２月から平成３０年２月まで

に８２施設増えたが、令和２年９月までに６０施設減っている。令和４年１１月まで

に２３施設増加し、３０８施設となっている。 

＜２次医療圏別在宅療養歯科診療所届出数＞ 

（ 箇 所 ）  千 葉  
東 葛  
南 部  

東 葛  
北 部  

印 旛  
香 取  
海 匝  

山 武
長 生
夷 隅  

安 房  君 津  市 原  合 計  

Ｈ ２ ８ 年 １ ２ 月  ２ ５  ８ ６  ８ ８  ２ ３  ５  １ ２  ２  １ ２  １ ０  ２ ６ ３  

Ｈ ３ ０ 年 ２ 月  ２ ９  １ １ ４  １ １ ２  ３ ３  ７  １ ８  ２  １ ７  １ ３  ３ ４ ５  

Ｒ ２ 年 ９ 月  ２ ９  ８ ３  ９ ８  ２ ９  ５  １ ５  ３  １ ３  １ ０  ２ ８ ５  

Ｒ ４ 年 １ １ 月  ３ ４  ８ ６  １ ０ ７  ３ １  ８  １ ６  ３  １ ３  １ ０  ３ ０ ８  

                  出 典 ： 厚 生 局 届出 受 理 医 療 機 関 （ 歯 科 診療 所 ） 名 簿  

 

 

出典：在宅医療にかかる地域別データ集（令和２年１０月時点） 
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エ 歯科衛生士の数 

  人口当たりで全国と比較すると、就業歯科衛生士数は全国４１位にとどまっている。 

 実数 人口１０万対（全国順位） 

就業歯科衛生士数 
５，８９７人 

９３．８人（４１位） 

全 国 ： １ １ ３ ． ２ 人  

出 典：衛 生 行 政 報告 例（ 平 成 ３ ０ 令 和２ 年 末 時 点 ） 

オ 訪問口腔衛生指導実施医療機関数 

   訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院数は、平成２３年は１２７箇所だっ

たが、令和２年は２０２箇所と増加している。 

＜訪問口腔衛生指導実施機関数＞ 

 平成２３年 平成２６年 平成２９年 令和２年 

実 施 機 関 数（ 箇 所 ）  １２７ １６２ １７２ ２０２ 

【出典：医療施設調査】 

（４）訪問薬剤管理指導 

訪問薬剤管理指導料届出薬局 

人口当たりで全国と比較すると、訪問薬剤管理指導料届出薬局数は全国４６位である。 

 実数 人口１０万対（全国順位） 

訪問薬剤管理指導料届出薬局 

（箇所） 
２，２０２ 

３４．９（４６位）  

全 国 ： ４ ３ ． ９  

          関 東 信 越 厚 生局 ホ ー ム ペ ー ジ デ ー タ （令 和 ４ 年 １ ０ 月 現 在 ） をも と に 作 成  

（５）訪問リハビリテーション 

   医療保険における訪問リハビリテーションを算定している医療機関数は平成２９年

から令和３年にかけて横ばいだが、算定回数は増加をみとめる。また、介護保険にお

ける訪問リハビリテーションにおいても事業所数、受給者数ともに介護給付、予防給

付双方で増加をみとめる。 

＜医療保険における訪問リハビリテーション＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 出 典 ： 国 保 デ ー タ ベ ー ス （ KDB）  ※  算 定 回 数 ： 在 宅 患 者 訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 管 理 指 導 料  

※  医 療 機 関 数 ： サ ー ビ ス を 算 定 し た 医 療 機 関 数  

（
件

）
 

（
箇

所
）
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＜介護保険による訪問リハビリテーション＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 急変時の対応 

（ア）往診の実施状況（県全体） 

県内の往診を実施する医療機関数は診療所では減少、病院では増加傾向にある。一

方、実施件数は増加傾向にある。  

また、人口当たりで全国と比較すると、往診を実施する医療機関数は全国４７位に

とどまっている。  

 実 数  人 口 １ ０ 万対 （ 全 国 順 位 ）  

往 診 実 施 医療 機 関 数 （ 箇 所 ）  

（ 令 和 ２ 年１ ０ 月 時 点 ）  

５ ５ ８  

医 療 機 関 総数 ： ４ ， ０ ６ ９  

９ ． １ （ ４７ 位 ）  

全 国 ： １ ６． ８  

再 掲 ） 一 般診 療 所  
 ５ ０ ０  

（ う ち 在 支診 ： ２ ３ ８ ）  

 

   病 院  
５ ８  

（ う ち 在 支病 ： ２ ６ ）  

往 診 実 施 件数 （ 件 ）  

（ 令 和 ２ 年９ 月 間 ）  
９ ， ０ ４ ２  

１ ４ ６ ． ９（ ４ ５ 位 ）  

全 国 ： １ ７１ ． ９  

再 掲 ） 一 般診 療 所  
８ ， １ ６ ５  

（ う ち 在 支診 ： ６ ， ３ １ ９ ）  

 

   病 院  
８ ７ ７  

（ う ち 在 支病 ： ２ ７ ３ ）  

出 典 ： 在 宅 医 療 に か か る 地 域 別 デ ー タ 集 （ 令 和 ２ 年 ） 

 

 

 

 

出 典 ： 介 護 給 付 費 実 態 統 計  ※  受 給 者 数 ： 訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン  

※  事 業 所 数 ： 年 報 値 に お け る 翌 年 度 4 月 審 査 分 の も の  
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＜往診実施医療機関の推移＞  

 平成２６年 平成２９年 令和２年 

往 診 実 施 診療 所（ 箇 所 ） ６１４ ５６６ ５００ 

往診実施病院（箇所） ５２ ５４ ５８ 

往診実施件数（件） 

合計：６，２５６ 

診療所：５，６２３ 

病院：６３３ 

合計：７，７３９ 

診療所：７，１０８ 

病院：６３１ 

合計：９，０４２ 

診療所：８，１６５ 

病院：８７７ 

出典：在宅医療にかかる地域別データ集（令和２年） 

（イ）往診の実施状況（市町村別） 

往診の担い手として、一般の診療所と在支診がそれぞれ力を発揮していることが分

かる。一方、実施件数でみると、在支診が担う役割が大きいといえる。  

＜市町村別の往診実施診療所数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市町村別の往診実施件数（件）＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

ｄ 在宅での看取り 

（ア）看取り実施医療機関の状況（県全体） 

県内の看取りを実施する医療機関数及び実施件数は、県全体で増加傾向にある。 

一方、人口当たりで全国と比較すると、看取り実施医療機関数は全国４３位にとど

まっているが、看取りの実施件数については全国２０位であり、全国平均に近い。 

 

（ 件 ） 

（ 件 ） 



23 

 

出 典 ： 在 宅 医 療 に か か る 地 域 別 デ ー タ 集 （ 令 和 ２ 年 ） 

＜看取り実施医療機関の推移＞  

 平成２６年 平成２９年 令和２年 

看 取 り 実 施診 療 所 （ 箇 所 ） １５８ １５４ １８６ 

看取り実施病院（箇所） ２１ ２７ ２４ 

看取り実施件数（件） 

合計：４３３ 

診療所：３８７ 

病院：４６ 

合計：４６８ 

診療所：４１１ 

病院：５７ 

合計：７４６ 

診療所：６８６ 

病院：６０ 

出 典 ： 在 宅 医 療 に か か る 地 域 別 デ ー タ 集 （ 令 和 ２ 年 ） 

 

（イ）看取り実施医療機関の状況（市町村別） 

  看取り対応について、一般の診療所と在支診がそれぞれ力を発揮していることが分

かる。一方、実施件数でみると、在支診が担う役割が大きいといえる。 

＜市町村別の看取り実施診療所数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実数 人口１０万対（全国順位） 

看 取 り 実 施医 療 機 関 数 （ 箇 所 ） 

（ 令 和 ２ 年１ ０ 月 時 点 ）  

２１０ 

医療機関総数：４，０６９ 

３．４（４３位） 

全国：４．９ 

再掲）一般診療所 
 １８６ 

（うち在支診：１４８） 

 

   病院 
２４ 

（うち在支病：１５） 

看取り実施件数（件） 

（令和２年 9 月間） 
７４６ 

１２．１件（２０位） 

全国：１２．３件 

再掲）一般診療所 
６８６ 

（うち在支診：６２３） 

 

   病院 
６０ 

（うち在支病：３５） 

（ 箇 所 ）  
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＜市町村別の看取り実施件数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ 在宅医療において積極的役割を担う医療機関 

・ 現時点で医療計画への位置づけなし。 

 

ｆ 在宅医療に必要な連携を担う拠点 

 ・ 現時点で医療計画への位置づけなし。 

 

５ 在宅医療の推進における課題 

（１）退院支援 

  ・ 経年変化をみると、医療資源、連携状況ともに増加傾向にある一方、人口当たり

で全国と比較すると退院支援調整担当者を配置している医療機関数、担当者数とも

に４４位にとどまる。 

 

（２）日常の療養生活の支援 

・ 訪問診療や訪問看護等の医療資源について、経年変化をみると増加傾向にあるが、

人口当たりで全国と比較すると４０位台にとどまる。 

・ 医療資源の地域偏在がある。 

 

（３）急変時の対応 

・ 経年変化をみると往診実施医療機関は増加傾向にあるが、人口当たりで全国と比

較すると４７位にとどまる。 

・ 医療資源の地域偏在がある。 

 

（４）在宅での看取り 

・ 経年変化をみると看取り実施医療機関数は増加傾向にあるが、人口当たりで全国

と比較すると４３位にとどまる。 

・ 医療資源の地域偏在がある。 

（ 件 ） 
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【参考】第８次医療計画等に関する検討会「意見とりまとめ」（令和４年１２月９日開催）

（在宅医療部分抜粋） 

３ 在宅医療  

（１）  在宅医療の提供体制 

①見直しの方向性 

○ 今後見込まれる在宅医療の需要の増加に向け、地域の実情に応じた在宅医療の体

制整備を進める。  

○ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を

担う拠点」を医療計画に位置付け、適切な在宅医療の圏域を設定する。  

  ○ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推進事業」との連

携を進める。  

 

②具体的な内容  

（在宅医療の体制整備）  

○ 国は、都道府県に対し、訪問診療及び訪問看護の必要量の推計や、小児の在宅医

療について実態を把握するためのデータを提供する。都道府県は、国から提供を受

けたデータを踏まえ、適切な在宅医療の圏域を設定し、地域での協議・調整を通じ

て体制整備を進める。 

なお、訪問診療及び訪問診療の推計については、現時点の受療率を元に算出する

ため、制約のある値であることに留意する。  

○ 具体的には、地域の実情に応じ、地域医療介護総合確保基金等も活用し、以下に

ついて取り組む。  

・ 訪問診療における、医療機関間の連携や ICT の活用等による対 応力強化、こ

れ ま で 訪 問 診 療 を 担 っ て こ な か っ た 医 療 機 関 や 新 た に 開 業 す る 医 療 機 関 の 訪 問

診療への参入促進等  

・ 訪問看護における、退院に向けた医療機関との共同指導、医 療ニーズの高い利

用者への対応、24 時間体制、ターミナルケア等の機能や役割に着目した整備、事

業所間の連携、事業者規模の拡大、ICT の活用等による機能強化・業務効率化等  

（「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠

点」）  

○ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を

担う拠点」の目標や求められる事項については、医療機関や当該拠点がそれぞれ担

うべき機能や役割を整理する。  

○ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を

担う拠点」を医療計画に位置付けることとする。  
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○  医療資源の整備状況が地域によって大きく異なることを勘案し、「在宅医療にお

いて積極的役割を担う医療機関」以外の診療所及び病院についても、地域の実情に

応じて、引き続き、地域における在宅医療に必要な役割を担うこととする。  

（圏域の設定）  

○ 圏域を設定するに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状況や介護との連

携のあり方が地域によって大きく異なることを勘案し、従来の二次医療圏にこだわ

らず、できる限り急変時の対応体制（重症例を除く。）や医療と介護の連携体制の構

築が図られるよう、「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療

に必要な連携を担う拠点」の配置状況並びに地域包括ケアシステムの状況も踏まえ、

市 区 町 村 や 保 健 所 圏 域 等 の 単 位 毎 の 医 療 及 び 介 護 資 源 等 の 実 情 に 応 じ て 弾 力 的 に

設定することとする。  

○ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を

担う拠点」を圏域内に少なくとも１つは設定することとする。  

（在宅医療・介護連携）  

○ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推進事業」が、同

一の実施主体となりうることも含め、両者の関係について明確にし、連携を進める。  

○ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の整備状況や「在宅医療・介護連携推進事

業」との連携について、実態把握と進捗確認を行う。  

○ 在宅医療の体制整備においては、これまでの介護サービス基盤の整備状況や今後

の見込みも踏まえる必要があることから、医療計画と介護保険事業（支援）計画の

整合性を図るため、医療計画策定の際に、都道府県や市区町村における医療・介護

の担当部局間で協議を行うこととする。  

 

③指標の見直し（例）  

・ 機能強化型在宅療養支援診療所数及び機能強化型在宅療養支援病院数  

 

（２）急変時・看取り、災害時等における在宅医療の体制整備  

①見直しの方向性  

○ 在宅療養患者の急変に適切に対応するための情報共有や連携を進める。また、看

取りに際し本人・家族の希望に沿った医療・ケアの提供を進める。  

○ 平時から在宅医療に係る関係機関の連携体制の構築を進めるとともに、災害時に

おける業務継続計画（BCP）の策定を推進する。  

 

②具体的な内容  

（急変時・看取りの体制）  
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○ 在宅療養患者の急変に対応する入院医療機関としては、在宅療養支援病院、有床

診療所、在宅療養後方支援病院、二次救急医療機関等が想定される。在宅医療の関

係者間で情報共有や連携のあり方に関するルールを共有するため、在宅医療におけ

る 急 変 時 対 応 に 関 係 す る 機 関 と し て 消 防 機 関 や 後 方 支 援 を 行 う 医 療 機 関 を 明 確 化

するとともに、地域の在宅医療の協議の場への参加を促す。  

○ 本人と家族が希望する医療・ケアを提供するにあたり、医療と介護の両方を視野

に入れ、利用者の状態の変化に対応し、最期を支えられる訪問看護の役割は大きい

ため、訪問看護によるターミナルケアを受けた利用者数を指標例に追加する。  

（災害時等の支援体制）  

○ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」については、引き続き、災害時

等にも適切な医療を提供するための計画を策定することとする。  

○ 災害時においては、医療機関間や訪問看護事業所間等、また、医療機関、訪問看

護事業所、薬局、居宅介護支援事業所等の関係機関間、さらに市区町村や都道府県

との連携が重要になることから、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」等において平

時から連携を進めるとともに、国が策定した手引きや事業等も活用しながら、業務

継続計画（BCP）の策定を推進する。  

 

③指標の見直し（例）  

・ 訪問看護によるターミナルケアを受けた利用者数  

 

（３）在宅医療における各職種の関わり  

①見直しの方向性  

○ 医師・歯科医師の定期的な診察と適切な評価に基づく指示による、在宅療養患者

への医療・ケアの提供を進める。  

○ 在宅医療における各職種の機能・役割について明確にする。  

 

②具体的な内容  

（各職種の関わり）  

○ 在宅療養患者への医療・ケアの提供に当たり、医師・歯科医師の定期的な診察と

適切な評価に基づく指示により、患者の病態に応じて、適切な時期にサービスが提

供される必要がある。  

○ 在宅療養患者の身体機能及び生活機能の回復・維持を図る観点から、口腔の管理、

リハビリテーション、栄養管理について、関係職種間での連携を推進する。  

（訪問看護）  

○ 退院に向けた医療機関との共同指導、医療ニーズの高い利用者への対応、24 時間



28 

 

体制、ターミナルケア等の機能や役割に着目した整備や、事業所間の連携、事業者

規模の拡大、ICT 化等による機能強化、業務効率化等について、地域医療介護総合

確保基金等を活用し、地域の実情に応じて、取組を進める。（再掲）  

○ 本人と家族が希望する医療・ケアを提供するにあたり、医療と介護の両方を視野

に入れ、利用者の状態の変化に対応し、最期を支えられる訪問看護の役割は大きい

ため、訪問看護によるターミナルケアを受けた利用者数を指標例に追加する。（再掲）  

（訪問歯科診療）  

○ 在宅療養患者に対する口腔の管理は重要であり、歯科衛生士の機能・役割や訪問

歯科診療への関わりについて、次期指針における在宅医療の現状や医療体制の構築

に必要な事項の項目等に盛り込む。  

○ 在宅歯科医療を進めるに当たり、歯科診療所と後方支援機能を有する歯科医療機

関との連携や医科歯科連携は重要な課題であり、「在宅医療において必要な連携を

担う拠点」も活用し、圏域内の状況を踏まえ、地域の在宅歯科医療の目指す姿につ

いて、関係機関等と共有しつつ、連携体制構築を進める。  

（訪問薬剤管理指導）  

○ 入退院時における医療機関等との情報共有をはじめ、関係機関との協力を通じて、

薬局と在宅医療に係る他機関との連携体制を構築することは重要である。多様な病

態の患者への対応やターミナルケアへの参画等の観点から、地域医療介護総合確保

基金等を活用し、医療機関等と連携して行われる研修や、カンファレンス等への参

加を通じて、在宅医療に関わる薬剤師の資質向上を図る。  

○ 都道府県の薬務主管課と医療政策主管課が連携し、地方薬事審議会等を活用して、

麻 薬 調 剤 や 無 菌 調 剤 等 の 高 度 な 薬 学 管 理 が 可 能 な 薬 局 の 整 備 状 況 や 実 績 に つ い て

把握・分析を行い、在宅医療に必要な医薬品等の提供体制を整備する。  

○ 地域連携薬局については、令和３年度に制度が開始されたばかりであり、都道府

県によって認定状況に差があるため、地域連携薬局の在宅医療への貢献について、

今後調査を進めることとし、その結果も踏まえて、取組を検討する。  

（訪問リハビリテーション）  

○ 在宅療養患者が居宅において生活機能の回復・維持を図る観点からリハビリテー

ション提供体制の整備は重要であり、その機能・役割について、明確化する。  

（訪問栄養食事指導）  

○ 在宅療養患者の状態に応じた栄養管理を充実させるためには、管理栄養士が配置

されている在宅療養支援病院や栄養ケア・ステーション等の活用も含めた訪問栄養

食事指導の体制整備が重要であり、その機能・役割について、明確化する。  

 

③指標の見直し（例）  
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・ 麻薬（持続注射療法を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を実施している薬局数

並びに麻薬（持続注射療法を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を受けた患者数  

・ 無菌製剤（ＴＰＮ輸液を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を実施している薬局

数並びに無菌製剤（ＴＰＮ輸液を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を受けた患者

数  

・ 小児の訪問薬剤管理指導を実施している薬局数及び小児の訪問薬剤管理指導を受

けた患者数  

・ 24 時間対応可能な薬局数  

・ 訪問リハビリテーションを実施している診療所・病院・介護老人保健施設・介護

医療院数及び医療機関から訪問リハビリテーションを受けた患者数  

・ 訪問栄養食事指導を実施している診療所・病院数及び訪問栄養食事指導を受けた

患者数 


